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向きあって、その先へ。

「常に上質であたらしいライフスタイルを創造し、
お客さまの生活の中のさまざまなシーンでお役に
立つことを通じて、お客さま一人ひとりにとっての
生涯にわたるマイデパートメントストアとなり、
高収益で成長し続ける世界随一の小売サービス
業グループ」となる。

Group vision

Group slogan
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三越伊勢丹グループの存在意義は、販売を通じてお客さま

のご要望を把握し、次の品揃えやサービスに反映させ、

新たな顧客価値を創造し続けることにほかなりません。

私たちは、「品揃え」と「環境・空間を含むサービス」を組み

合わせ、「品質」と「鮮度」の両軸において、圧倒的に高い

水準で商品やサービスを提供することで、お客さまに満足・

感動していただき、お客さまにとって「なくてはならない存在」

となることを目指します。これからもお客さまとの接点における

「経験」を通じて信頼関係を深めていくという変わらぬ決意

でもあります。
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代表取締役社長執行役員　杉江 俊彦

新しい成長フェーズに向けて
企業基盤とすべての店舗の
再構築を実行します
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リフォーメーション＆トランスフォーメーション

グループビジョンの実現のために
変えていくこと
　2017年4月に社長に就任した杉江俊彦です。就任以来

３か月間は社員との議論に多くの時間を割きました。三越も

伊勢丹も長い歴史のある会社である反面、新しいステージ

に向かうための議論が社内に不足しているのではないかと

いう問題意識から行ったものです。本社および各地の店舗の

ミドルマネジメントや組合メンバーと議論する中で、これまで

表面にあらわれなかった課題が多く浮き上がってきています。

　今後の方向性については、就任直後から経営陣で議論

してきました。最重要課題は、不採算事業などを洗い出し、

整理することです。これは可能な限り今年度中にすべて解決

していきたいと考えています。

　「常に上質であたらしいライフスタイルを創造し、お客さま

に提案し続ける」という当社のグループビジョンはこれから

その方法を変えていく必要があると考えています。例えば、

グループビジョンでは「高収益で成長し続ける世界随一の

小売サービス業グループになる」とも謳っていますが、利益

に関する指標がショップ単位で細かく管理されている訳で

はなく、お客さまに喜んでいただけるように頑張り、店舗

全体として売上が増え、結果として利益が出れば良い、と

考えていました。会社全体をより利益志向にし、社員のモチ

ベーションを向上するためにはこの指標を「見える化」していく

ことが必要だと思っています。

中長期の方向性 

まずは企業基盤の再構築から
　社内で議論した結果、次期3ケ年計画（2018～2020年度）

では、リフォーメーション（収益体質の強化）とトランスフォー

メーション（事業構造の転換）に取り組んでいくことに決めま

した。まずはリフォーメーションに取り組んでいきますが、同時に

基盤構築も優先度は高いと考えています。現在の経営シス

テムは三越と伊勢丹のシステムの良い部分を補完しながら

運用してきたものですが、統合から9年が経ち、仕組みの多く

が時代に合わなくなってきています。例えば利益指標は会社

単位・店単位ではとらえていますが、それ以下の単位のシステム

は未整備です。これを事業別、フロア別、ショップ別、催事別で

利益の「見える化」の仕組みを作り、施策ごとに十分な

チェックと修正を行っていくことができるように構築していきます。

その結果、現場から様々な創意工夫も出てきて、会社全体を

利益志向にすることができると考えています。人事制度につい

ては、統合前の伊勢丹の等級制度等が元となる古いもので

明らかに無理が生じており、これは早急に手直ししていきます。

STEP2

「転換」「成長」

トランスフォーメーション

次の成長に必要な
利益を確保

助走・先行投資2017～2020年度までに

STEP1

リフォーメーション

「構造改革」「収益体質」

目標

営業利益350億円
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　2008年に2社が統合して以降2011年度までは、経営

システムの基盤構築よりも、現場におけるシステム整備・統合

や構造改革の推進に重点が置かれました。その後2012年

以降は、経営として新規事業への取組みを優先してきたこと

もあって、基盤システムの整備に十分に手が回らなかったと

いう面もありましたが、新しい経営体制になったのですから

足元をしっかり見直すことが重要と考えています。幸い、クラ

ウド※1やIoT※2など昨今の技術革新は目覚ましく、数年前

より大幅に低いコストで最新の基盤システムが構築できると

見ています。
※1：クラウドコンピューティングの略。インターネットを経由して、ソフトウエア、
ハードウエア、データベース、サーバーなどの各種リソースを利用するサー
ビスの総称。

※2：Internet of Things（モノのインターネット）の略。あらゆる物がインター
ネットを通じてつながることによって実現する新たなサービス、ビジネスモデル、
またはそれを可能とする要素技術の総称。

百貨店事業の再構築
1店舗ずつ作り替える
　百貨店という業態は、1904年に三越が「デパートメント

ストア宣言」をして以来続いた完成度の高いビジネスモデル

であったと思っています。しかし、「常に上質であたらしいライ

フスタイルを創造し」、お客さまにご提案し続けるにはもはや

最適ではなく、従来の画一的な百貨店スタイルは見直す

時期に来ていると考えています。当社はなんといっても全国

の各都市の一等地に店舗を持つことが強みですので、これを

生かしながら、国内二十数店舗を一つずつお客さまのニーズ、

競合状況、規模に合う形で組み立てていきます。基幹3店

舗のうち新宿エリアは、世界的にも世帯所得が高く、そこに

集まる情報レベルも高い地域です。この立地を最大限に

生かし、世界最高の品揃え、世界最高のファッション情報

を提供できるお店にしていきます。三越日本橋本店はお客さま

一人ひとりに寄り添い、上質な暮らしのもの、コトを、日本髄一

のおもてなしでご提案する、新しい形の百貨店を目指していき

ます。銀座という街は、世界中から様 な々人が集まる場所です。

銀座を訪れること自体がイベントであり、その記念に買い物を

していく人たちも多い。三越銀座店は、そういったお客さまを

引き付ける、街のフラッグシップ的な店舗を目指します。

　地方の店舗については、九州の一番店である岩田屋は

伊勢丹新宿本店のようなコンセプトで展開し、一方で広島

や松山は地域に大きな百貨店がありますので、同じスタイル

で直に競争はせず、ニッチを狙う戦略です。その地域のお客

さまのニーズを捉え、例えば1階に食品を置く、化粧品フロア

ではブランド数を絞って接客スペースを広く取るなど店舗に

よって異なる施策を取り入れることで、トップラインを増やす

ことに再挑戦していきます。

成長分野は、基幹店、不動産再開発、
デジタルトランスフォーメーション、海外
事業に絞り込み
　事業構造の改革に取り組み、収益力を回復させた上で、

成長に向けて経営資源の強みを発揮できる分野に絞り込ん

で事業構造の転換（トランスフォーメーション）を行っていきます。

当社グループは全国に優良な不動産を保有しており、現在

年間60億円を超える家賃収入があります。地元や行政と

の交渉を進め、これをさらに有効活用することで成長事業の

一つとして拡大していきたいと考えています。

　カード事業も、既に年間約50億円の利益を上げています

が、当社としても市場としても依然伸びしろは大きいと考えて

います。今後はプロパーカードも発行し、キャッシングやリボ

ルビングにも力を入れていきます。2016年10月には不動産

業界と百貨店業界の初の提携カードである野村不動産

との提携カードを発行しました。三越伊勢丹と不動産や高級

車、保険会社等のお客さまとの親和性は高いと考えており、

今後も他業界の企業との提携カードを増やしていく計画

です。

　百貨店商品の販売を中心に行ってきた当社のEC事業は

これまで十分な成果を上げていませんでしたが、プラット

フォームの再構築に取り組み、市場の成長を取り込んでいき

ます。お取組先との連携を高め、例えばワインを段ボールの

ままで届けるのではなく開梱までしてお渡しするなど、三越

伊勢丹ならではのサービスを検討していきます。

構造改革の断行を優先
その後、基幹店強化などの投資へ
　今期・来期はまず不採算事業の整理統合など構造改革

にかかわる投資を徹底的に行います。これについては予算
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枠は設けずにできる限り今年度中にやり

切り、その上で成長投資に舵を切っていき

ます。前述のように、基幹店の成長余地

は高いと見ていますので、重点的に投資を

していきます。中でも三越日本橋本店は、

2018年度にエグゼクティブのためのサロン

などへの投資が大きくなる予定です。地方

店舗のリモデルも順次行っていきますが、

当然ながら増収と経費削減計画を突き

合わせ、採算を精査しながら実行していき

ます。

「新成長フェーズ」に向け
KPIを見直す
　従来「連結営業利益で500億円を目指す」としていた際

には、約700億円の営業キャッシュフローを想定していました。

店舗維持のための費用と成長のための投資、加えて負債

返済や自社株買いを継続的に行えるだけの資金という

イメージであり、現在もその規模感は変わっていません。長期

のKPI（主要業績評価指標）は営業利益ではなくキャッシュ

フローあるいはEBITDA（金利・税金・償却前利益）、および

ROE（自己資本利益率）の要素でもある当期純利益を意識

したものを検討しています。それとは別に、課題である販管費

率など経費削減に関する指標を今後2～3年のKPIとして

設定したいと思っています。

　ROEの改善も課題です。株価純資産倍率（PBR）が

1.0を下回っている状況から脱するためにも、水準を上げて

いかなければなりません。ただしROEを上げるためだけに、例

えば借入金を増やして大規模な自社株買いを行う、といった

ことは本質的ではないと考えており、あくまで収益性の向上

による改善を目指していきたいと思います。

ガバナンス体制には自信
さらに透明性強化に向けて取り組む
　6月の株主総会を経て、新しい経営体制が発足しました。

代表取締役2名の役割は、私が業績と経営全般の責任を

負い、赤松会長は主にガバナンスと対外関係を担当する

ことになります。今回の経営体制の一新は取締役会による

チェック機能が効いているからこそ実現したものであり、当社

のコーポレート・ガバナンス体制は日本の中でも優れていると

自負しています。これをさらに強化すべく、数年前に設立した

リスクマネジメント室を最大限活用し、今後1年程度かけて

経営管理の仕組みや意思決定の透明性をより進化させて

いく計画です。

安定的な株主還元を維持しながら、
企業価値の向上を目指す
　株主還元は、安定配当の維持を基本方針としています。

配当については最終利益の増減によって配当が毎年増減

することは避けたいと考えています。2017年度は前年比減

益の計画ですが、一株当り配当は前期と同額の12円を予

定しており、もし構造改革費用等で当期利益がさらに減少

することがあっても配当の水準は維持したいと思っています。

自社株買いについても同様に、安定的に行っていきたいと

考えています。

　現在から2020年度までを収益体質強化の期間とし、次の

ステップで転換、成長に向けた必要な投資を行い、収益の

最大化を目指してまいります。新しい経営体制のもとで三越

伊勢丹グループの存在意義と強みを今一度見つめ直し、

経営資源を最大限に活用して企業価値の向上を実現したい

と考えています。株主をはじめステークホルダーの皆さまに

は、今後も一層のご支援をお願い申し上げます。
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新たな体制で向かう、
今後の方向性 
次期3ケ年の戦略は、「収益体質の強化」と

「事業構造の転換」の2軸を進めてまいります。

「構造改革」はスピード感を持って実施
　まずは構造改革を通じた「リフォーメーション」を行います。

２０２０年度までに過去最高の連結営業利益３５０億円に

回復させます。

事業構造を転換し成長へ
　次のステップとして、成長に向けた「トランスフォーメー

ション」に向け、助走、先行投資を進めます。次の成長に

必要な利益を確保していきます。

今後の方向性

　事業構造の改革に取り組み、収益力を回復させます。

その上で成長に向けて、経営資源の強みを発揮できる

収益体質の強化と事業構造の転換

不採算事業の改革

コスト構造の改革

要員政策

リスクの先行処理

リフォーメーション

収益体質の強化

収益力の回復強化

基幹店活性化

不動産再開発

トランスフォーメーション

事業構造の転換

成 長

デジタルトランスフォーメーション

海外事業

    1. 基幹店活性化

    2. 不動産再開発

    3. デジタルトランスフォーメーション

    4. 海外事業

に絞り込んだ事業構造の転換を行ってまいります。
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不採算事業の改革
● 支店については、松戸店の営業終了を発表いたしました

が、今後、店ごとに具体的な計画をしていきます。
● 海外店は、家賃交渉などコスト削減を継続していきます。
● 関連事業は、マミーナの清算、三越伊勢丹フードサービス

のファンド等を活用した再生、T’ｓトレーディングの営業

終了、清算など、今後も構造改革の具体的な決定をし

てまいります。

コスト構造の改革

　今までできていなかったフロア別、催事別、プロジェクト

別の収支を「見える化」し、業績評価指標にすることで、

PDCAサイクルの強化や内部コスト削減などの効率化を

進めていきます。

リフォーメーション

1. 支店・地方店

2. 中小型店

3. 海外店

4. 関係会社

コ
ス
ト
削
減

リ
サ
イ
ジ
ン
グ

業
態
転
換

撤
退

見える化 KPI化

PDCA
効果測定

外部活用
BPO

内部コスト削減
シェアード
サービス徹底
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百貨店、デジタル、不動産の融合で
顧客満足を実現

　百貨店、デジタル、不動産を、暖簾や店舗ごとに組み合わせ、

小売へのこだわりを高めつつ、保有する好立地不動産を

活かした事業モデルに転換を行い、グループ全体での収益

を最大化してまいります。

　また、リアルとデジタルの融合を進め、店頭でのお買物を

より楽しんでいただけるICTと、魅力的な独自サービスでお

客さま満足の向上をめざします。

デジタルトランスフォーメーション

　顧客情報を一元化し、業務フローをデジタル化することで

リアルとオンラインを融合させます。お客さまは、リアルでも

オンラインからでも情報を受け取れ、いつでもデジタル情報を

自由検索できるようになります。合わせて「百貨店ならではの

ハイタッチ接点」を構築してまいります。

カード事業

　これまでの百貨店店頭での獲得中心で、店頭でのご優待

をインセンティブとし、店頭での買上向上を目指す方向性

から、カード事業自体の収益改善を目指し、提携カードの

積極的な発行やプロパーカードによる会員規模拡大、また

リボや割賦など金融サービスの強化などを進めてまいります。

トランスフォーメーション

めざす姿イメージ

デジタルトランスフォーメーション

お客さま

リアル店舗 オンライン

保有不動産

不
動
産
の
活
用

デ
ジ
タ
ル
の
活
用

基盤

これまで 今後

顧客情報の一元化

業務フローのデジタル化

情報の受取り

自由に検索

接点の強化

お
客
さ
ま

リアル

オンライン

百貨店顧客中心

買上単価の上昇

会員規模の拡大

利用額・幅の拡大
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海外での取り組み

　海外においては、今後の高い成長が見込まれるフィリピン

で分譲住宅および商業施設の不動産複合開発に、野村

不動産株式会社、Federal Land Incorporatedと共同

で取り組んでまいります。本プロジェクトは、分譲タワーマン

ション4棟と、下層階での商業施設を組み合わせた開発で

あり、日系デベロッパーと日系小売企業参画によるフィリピン

で初めての複合開発プロジェクトになります。

基幹店活性化

不動産再開発

　都内基幹店や全国展開する店舗およびその周辺に所有

する不動産資産の有効活用や、テナントリーシングのノウハウ

を活用した商業不動産による収益拡大を目的として「不動産

事業本部」を本年4月に新設いたしました。不動産事業の

強化・拡大を検討してまいります。

　特に伊勢丹新宿本店および三越日本橋本店においては、

百貨店の店舗の魅力向上という従来の取り組みに加え、

周辺に保有する資産を有効活用しながら「まちづくり」に

ついても真摯に取り組み、地域とともに成長するビジネス

モデルの検討を進めてまいります。

■ 2018年 着工　■ 2020年 商業施設開業
■ 2025年 プロジェクト竣工（住宅4棟）

今後の
予定

伊勢丹
新宿本店

毎日が、あたらしい。ファッションの伊勢丹

　生活全般をファッションとしてとらえ、お客
さまの心を満たしていくファッション提案を行い
ます。常に変化に敏感に対応し、半歩先を
行く取り組みをお客さまに発信してまいります。

三越
銀座店

銀座のランドマークとして上質な日常を創造

上質な日常を求めて銀座の街にお越しいた
だく大人の淑女紳士に、革新的でありつつも
本物志向の独自性あふれる品揃えで上品
さと洗練さを兼ね備えたライフシーンをご提供
します。

三越
日本橋店

日本随一のおもてなしによるスペシャリティストア

お客さま一人ひとりに寄り添い、上質な暮らし
のモノコトを、日本随一のおもてなしでご提案
する、新しいカタチの百貨店を創ることをめざ
します。2018年秋に向けて、まず本館1階と
新館1階をリモデルいたします。

保有不動産 商業施設運営

2017年度～ トライアル＆検証

新
宿
東
口
周
辺

日
本
橋
周
辺

そ
の
他

国
分
寺

横
浜

そ
の
他
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Strategy

社会の課題・ニーズ

顧客のニーズ

事業活動

「常に上質であたらしいライフスタイルを創造し、お客さまの生活の中の
さまざまなシーンでお役に立つことを通じて、お客さま一人ひとりにとって
の生涯にわたるマイデパートメントストアとなり、高収益で成長し続ける
世界随一の小売サービス業グループ」となる。

Group Vision

購買ニーズや
価値観・チャネルの

多様化

商品・サービスに
対するより高い
安全性や安心

デジタル・
カード

不動産・
海外

ロイヤルカスタマー化

顧客層の拡大 新たな収益化

百貨店
（小売り）

少子高齢化の
進行

コミュニケーション
の希薄化

日本の良き
伝統文化の継承

価値創造とアウトカム
私たちは、世の中の課題や皆さまからのご要望を踏まえ、百貨店事業を軸に、当社の強みを最大限に活かした
戦略に基づいた活動を通じ、社会的価値や経済的価値を生み出していきます。
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Unique points

Outcome

社会的価値

経済的価値

新しい商品や価値の
提案・編集

独自性商品（ナンバートゥエンティワン※1）
独自編集平場（リ・スタイル※2）

※1 浅草の工場と連携したお客さまの声を反映させた婦人靴
※2 洗練された大人の女性のために独自の編集力でスタイリングを提案

するコンセプトショップ

JAPAN SENSES、文化展開催

日本の古き良き文化の
再発見・継承

安全・安心・快適な環境での
買い物の場の提供

地域と協力したイベント

（配当46億円／
自己株式取得30

億円）
2016年度2016年度

店舗周辺エリア・街の活性化

百貨店として

顧客との関係式

店舗

エムアイカード

社会の課題や顧客のニーズに
対する場の提供 約190拠点を展開

国内百貨店 25店
※ジェイアール京都伊勢丹を含む

中小型店 138店　海外百貨店 31店
※持分法適用会社の新光三越13店を含む

口座数 約270万口座
カード稼働率  82.7％
（優良稼働顧客が多い）

百貨店に占める売上比率    57.0％
外部取扱高 4,450億円
（外部取扱高シェア41.3%）

集客力

全国への広がり

事業活動により生み出した
利益、キャッシュ

新たに事業活動から生み出された
利益、キャッシュ

企業の更なる
成長に向けた
有効な投資

342億円

状況に応じた
最適な
株主還元

76億円

2億人以上年間
入店客数

（グループ計）

お取組先

約23,000社
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事業内容

売上高 営業利益

百貨店業

「百貨店のあるべき姿」を実現すべく、独自性や収益力の高い商品開発の推進や、独創性の高いキャンペーンなど、
お客さま満足の向上に努めるとともに、EC事業の強化や中小型店舗の出店を進め、お客さまとの接点を拡げてまい
りました。しかしながら、百貨店業全体の業績は、主力である衣料品や宝飾・時計などの高額品の動きが鈍く、さらに、
購買単価の低下傾向もあり、総じて厳しい展開となりました。

1,500,000

1,200,000

900,000

600,000

300,000

0

2017/3 2017/32016/3 2016/32015/3 2015/32014/3 2014/32013/3 2013/3

18,6851,187,3891,172,8861,201,0651,122,449

23,211
21,488 21,5691兆1,510億

20百万円

110億
93百万円

（百万円）
25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

（百万円）

決算のポイント

売上高1兆1,510億円
（前年比3.1％減）1 営業利益110億円

（前年比48.6％減）2

● 首都圏百貨店
・ 伝統的な技術やクリエーターの新たな感性をつないだ商品拡大
   婦人靴「ナンバートゥエンティワン」の国内外への取扱い拡大
・ 日本の伝統・文化・美意識がつくり出す価値を再認識し、新たな価値として提供する「JAPAN SENSES」の全国展開
● 地域百貨店
・ リモデルによるお客さま満足の向上
   名古屋三越栄店・・・ウオッチ＆ジュエリーゾーンの拡大/SAKAEファッションモール構築の進行
   高松三越・・・香川県初の化粧品、雑貨ブランドの出店
● EC事業
・ 百貨店店頭と連動したオンラインストアのコラボ企画の実施
・ ラグジュアリーオンラインストア「NOREN NOREN ISETAN MITSUKOSHI」オープン
・ アリババグループの越境EC「天猫国際」への出店
● 中小型店舗
・ 周辺地域へ上質な商品やライフスタイルを提案
・ 中部国際空港内に「イセタンセントレアストア」オープン
・ 「イセタンミラーメイク＆コスメティクス」アトレ恵比寿店、ルミネ荻窪店オープン
● 海外百貨店
・ 日本の優れた商品や文化を提案するスぺシャリティストアがパリ、クアラルンプールにオープン
・ 構造改革による経費抑制の徹底

資産1兆939億円
（前年比0.1%増）3
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日本の良き伝統・文化・美意識を未来へ～

「JAPAN SENSES」

　当グループでは、2011年度から世界に誇れる日本の良さ

を新しい価値として再認識していただく取り組みを「JAPAN 

SENSES」と題してご紹介しています。

　2017年３月の「JAPAN SENSES」は、３月29日（水）

より、伊勢丹新宿本店、三越日本橋本店、三越銀座店を

中心としたグループ店舗12店舗で、「九州」にスポットを当て、

日本の良さを発信しました。

　伊勢丹新宿本店では、「Ｓｕｐｐｏｒｔｉｎｇ Ｌｏｃａｌ Ｙｏｕｔｈ～地

方で頑張っている若手を応援します～」をテーマに、株式会

社ビームスとタッグを組み、「ＳＴＡＮＤ 九州」を開催。九州

で活躍する次世代のデザイナー、クリエーター、職人などと

コラボレーション企画を実施、新たな価値をご提案し、ご好評

をいただきました。また、地域創生の取り組みとして、日本を

代表する伝統工芸品である大島紬を、三越伊勢丹のフィル

ターを通してファッション性高くご提案することで、お客さまに

新たな大島紬の魅力をご紹介しました。

事業による社会貢献

価値創造の道筋

● 徹底的な収益力の強化と各店の方向性の明確
化による基幹店収益の最大化

● 支店・地域店・海外店の立地、競合、環境を踏ま
えた個別のビジネスモデルの再構築と徹底した
コスト削減

● 中小型店、海外店の収益性の高いビジネス
モデルへの転換と、不採算店舗の整理

● 「コトコンテンツ」の百貨店補完ビジネスへの転換
（飲食・旅行・美容への特化）

● 「ファッションの伊勢丹」という暖簾
● 基幹店の好立地
● ナンバートゥエンティワンをはじめとする商品開発力
● 中小型店舗イセタンミラーの確立した収益モデル
● 2020年東京オリンピックによる国内外からの
　来店者増加

成 長 要 因

● 国内・海外各国における景気動向、消費動向等
　の経済情勢の悪化（消費増税、株価下落）
● 国内人口減少による市場の縮小
● ECなど新たな競合の台頭
● 地政学リスク

リスク要因
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売上高 営業利益

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0

3,710

36,225
34,49233,488

30,947

5,193
5,578 5,617

（百万円）
6,000

4,800

3,600

2,400

1,200

0

（百万円）

クレジット・金融・友の会業

377億
80百万円

53億
80百万円

2017/32016/32015/32014/32013/3 2017/32016/32015/32014/32013/3

株式会社エムアイカードは、昨年4月より百貨店利用時の優待をポイント化し、外部企業との連携や当社グループ
内お買い回りの利便性をさらに高めるとともに、収益力の高い経営基盤の構築に向け運営体制の整備に取り
組んでまいりました。これにより、外部加盟店手数料やマーケティング事業の受注が増加いたしましたが、百貨店
手数料は、百貨店売上高の減少に連動し前年を下回りました。

決算のポイント

売上高377億円（前年比4.3％増）1
営業利益53億円（前年比4.2％減）2
ショッピング取扱高約1兆700億円
・百貨店取扱高　　 6,300億円
・外部加盟店取扱高 4,400億円

3
資産2,303億円（前年比0.5%増）4

成 長 要 因

リスク要因

● ポイント活用（貯める・使う）の当社グループ内への広がり
● 外部企業とのポイント連携の拡大
● 様々なタイプの券種によるカード会員へのサービス充実
● VISA、AMEXブランド加盟店での利用の拡大

● 百貨店売上苦戦による手数料収入の減少
● 経済環境の悪化による外部利用の減少
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株式会社三越伊勢丹フードサービスは、クイーンズ伊勢丹
におけるサプライチェーンマネジメントおよび新POSシス
テムのインフラ投資や、リモデル店舗にかかる一時閉鎖
や初期投資などを行いました。
昨年、仙川・品川・本八幡の3店舗がリモデルオープンし、
食に関心の高いお客さまに向けて、食から広がるライフ
スタイルを提案する発信型ストアを目指しております。
また、株式会社マミーナ、株式会社三越伊勢丹通信販売
は営業増益となりましたが、セグメント全体では営業減益と
なりました。

安定的な収益を確保すべく、当社グループの保有する
不動産の商業的活用を推進してまいりました。また、株式
会社三越伊勢丹プロパティ・デザインは、オリンピック開催
に向けたホテル開発や商業施設などに積極的に参画し、
昨年11月にはスタジオアルタ跡地を活用して「アルタシア
ター」をオープンいたしました。株式会社三越伊勢丹不動
産は、賃貸事業の拡大に努めるとともに、資本業務提携
先である野村不動産株式会社との共同分譲事業の取り
組みを進めてまいりました。

売上高

100,000

80,000

60,000

40,000

20,000

0

55,82757,834

85,82385,745

（百万円）
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0

46,234
42,869
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8,000

6,400

4,800

3,200

1,600

0

6,3236,3826,462

3,526

（百万円）

営業利益

営業利益

-532
-319 -277

-1,058

0

-400

-800

-1,200

（百万円）

小売・専門店業

売上高

不動産業

560億
74百万円

416億
71百万円

64億
44百万円

-11億
54百万円

2017/32016/32015/32014/32013/3

2017/32016/32015/32014/32013/3

2017/3

2017/3

2016/3

2016/3

2015/3

2015/3

2014/3

2014/3

2013/3

2013/3

● リモデルや新規出店による更なる顧客の拡大
● エムアイポイントによるグループ内での買い回り増加
● 独自商品による他社との差別化

● 新宿、日本橋エリアを中心とした保有不動産の
　有効な活用
● 再開発後の来街者増加によるグループ収益の増加

成 長 要 因

成 長 要 因

● 景気の回復遅れによる消費動向の停滞
● 低価格路線の他社との競合

● エリアとの交渉の合意形成
● 再開発コストの高騰

リスク要因

リスク要因
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取締役

1983年  4月 （株）伊勢丹入社
2012年  6月 当社取締役常務執行役員経営

戦略本部長
2013年  4月 （株）三越伊勢丹取締役常務

執行役員経営戦略本部長
2016年  4月 当社取締役専務執行役員経営

戦略本部長
（株）三越伊勢丹取締役専務
執行役員経営戦略本部長

2017年  4月 当社代表取締役社長執行役員
（現任）
（株）三越伊勢丹代表取締役社長
執行役員（現任）

1983年  4月 （株）伊勢丹入社
2013年  4月 当社常務執行役員

（株）札幌丸井三越代表取締役
社長執行役員

2016年  4月 当社常務執行役員グループ
人財本部長
（株）三越伊勢丹常務執行役員
グループ人財本部長

2017年  4月 （株）三越伊勢丹取締役専務
執行役員百貨店事業本部長兼
商品統括部長（現任）

2017年  6月 当社取締役（現任）

1975年  6月 （株）三越入社
2013年  4月 当社取締役常務執行役員業務

本部長
（株）三越伊勢丹取締役常務執行
役員業務本部長

2016年  6月 新光三越百貨股份有限公司
副董事長（現任）

2017年  5月 当社顧問
日本百貨店協会会長（現任）

2017年  6月 当社代表取締役会長（現任）
（株）三越伊勢丹代表取締役会長
（現任）

代表取締役会長

赤松 憲　1952年9月5日生

代表取締役社長執行役員

杉江 俊彦　1961年2月15日生

取締役

竹内 徹　1960年5月21日生

1978年  6月 （株）三越入社
2016年  4月 当社常務執行役員業務本部長兼

管財部長
（株）三越伊勢丹取締役常務執行
役員業務本部長（現任）

2016年  6月 当社取締役常務執行役員業務本部
長兼管財部長

2017年  4月 当社取締役常務執行役員業務
本部長（現任）

取締役常務執行役員業務本部長

和田 秀治　1956年1月4日生

1982年  4月 （株）伊勢丹入社
2012年  6月 当社取締役執行役員経営戦略本

部経営企画部長
2016年  4月 当社常務執行役員経営戦略本部

企画開発推進部長
2017年  4月 当社常務執行役員経営戦略本部長

（株）三越伊勢丹取締役（現任）
2017年  6月 当社取締役常務執行役員経営

戦略本部長（現任）

取締役常務執行役員経営戦略本部長

白井 俊徳　1959年1月28日生

1

4 5

2 3
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1967年  4月 三井物産（株）入社
2007年  6月 （株）東京放送ホールディングス

社外取締役（現任）
2009年  4月 三井物産（株）取締役会長

（株）TBSテレビ取締役（現任）
2009年  5月 公益社団法人ベトナム協会会長

（現任）
2013年  6月 当社社外取締役（現任）
2013年11月 （株）海外需要開拓支援機構

社外取締役
2014年  6月 （株）野村総合研究所社外取締役

（現任）
2015年  6月 東京電力ホールディングス（株）

社外取締役
三井物産（株）顧問（現任）

1966年  4月 いすゞ 自動車（株）入社
2000年12月 同代表取締役社長兼COO

2007年  6月 同代表取締役会長
2012年  6月 同特別相談役（現任）
2013年  6月 当社社外取締役（現任）

1970年  5月 （株）三菱銀行入行
2010年  4月 （株）三菱UFJフィナンシャル・

グループ取締役社長
2012年  4月 （株）三菱東京UFJ銀行取締役会長
2013年  6月 新日鐵住金（株）社外監査役（現任）
2014年  6月 当社社外取締役（現任）

三菱自動車工業（株）社外監査役
（現任）

2016年  3月 キリンホールディングス（株）
社外取締役（現任）

2016年  4月 （株）三菱東京UFJ銀行相談役
（現任）

2016年  6月 三菱電機（株）社外取締役（現任）

取締役（社外）

槍田 松瑩 独立役員  1943年2月12日生 井田 義則 独立役員  1943年5月18日生 永易 克典　1947年4月6日生

常勤監査役

竹田 秀成　1954年7月5日生

1978年  4月 （株）三井銀行入行
2006年  5月 （株）三越執行役員経営企画部長付

企画調整担当
2013年  6月 当社取締役常務執行役員

関連事業本部長
2015年  6月 当社常勤監査役（現任）

1981年  4月 （株）伊勢丹入社
2013年  4月 （株）三越伊勢丹常務執行役員

営業本部基幹店事業部伊勢丹
新宿本店長

2014年  4月 当社常務執行役員リスクマネジ
メント室長

2016年  6月 当社常勤監査役（現任）

瀧野 良夫　1956年5月11日生

宮田 孝一　1953年11月16日生

1976年  4月 （株）三井銀行入行
2010年  4月 （株）三井住友フィナンシャル

グループ専務執行役員
2014年  6月 ソニー（株）社外取締役（現任）
2016年  4月 三井生命保険（株）社外取締役

（現任）
2016年  6月 当社社外監査役（現任）
2017年  4月 （株）三井住友フィナンシャル

グループ取締役会長（現任）
（株）三井住友銀行取締役会長
（現任）

1985年  4月 飯島山田法律特許事務所入所
1995年  4月 ひかり総合法律事務所設立
2007年  4月 慶應義塾大学法務研究科

（法科大学院）非常勤講師（現任）
2015年  1月 弁護士法人ひかり総合法律事務所

設立 代表弁護士（現任）
2016年  6月 当社社外監査役（現任）

1982年  4月 通商産業省（現経済産業省）入省
2001年  1月 経済産業省資源エネルギー庁

資源・燃料部　石油・天然ガス課長
2002年  7月 （財）日本サッカー協会専務理事
2006年  4月 早稲田大学大学院スポーツ科

学研究科教授（現任）
2007年  3月 楽天（株）社外監査役（現任）
2013年  3月 内閣官房参与（現任）
2016年  7月 日本スポーツ産業学会会長（現任）
2017年  6月 当社社外監査役（現任）

監査役（社外）

平田 竹男 独立役員  1960年1月16日生藤原 宏髙 独立役員  1954年5月21日生
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コーポレートガバナンス・コードの遵守状況

　2015年に提出したコーポレート・ガバナンス報告書（コー

ポレートガバナンス・コードの適用後最初のコーポレート・ガ

バナンス報告書）においては「取締役・監査役候補者の

個々の選任・指名理由」「取締役会の実効性評価の分析・

評価とその結果の概要の開示」の2項目について整備途上

としてエクスプレイン項目といたしました。その後、2016年提

出の同報告書においては、「取締役・監査役候補者の個々

の選任・指名理由」はコンプライし、「取締役会の実効性

評価」については同年度中に実効性評価の実施と結果

概要の開示を行うこととしてエクスプレインいたしました。

2017年提出の同報告書では、コーポレートガバナンス・

コードのすべての項目にコンプライをいたしました。今後も

定期的にコーポレートガバナンス・コードに基づく見直しを

行い、コーポレートガバナンスの一層の充実を図ってまいり

ます。

株主さまとの建設的な対話の実現に向けて

　株主さまとの建設的な対話の実現に向けて定時株主

総会の開催3週間前に招集ご通知を発送するように努めて

おります。さらに、招集ご通知発送前開示として、2016年は

発送1週間前に、2017年は同13日前にホームページ

および東京証券取引所のサイトに招集ご通知を掲載いたし

ました。集中日を避けた定時株主総会の開催、招集ご通知

の英訳・東証プラットフォームを通じた外国人投資家等

への提供など、投資家の皆さまが総会議案を十分に検討

できる期間を確保できるように取り組んでおります。

コーポレートガバナンス・コードへの対応

コーポレート・ガバナンス

　三越伊勢丹グループは世界随一の小売サービス業グループの実現をグループビジョンに掲げ、お客さま・従業員・

株主さま・お取組先・地域社会をはじめとするステークホルダーの皆さまに信頼される企業グループを目指しております。  

　当社グループの企業統治体制は2008年の会社設立以来、監査役会設置会社の形態を採用し、以下の通り監督

機能と執行機能の分離を行い、健全で透明性の高い経営活動と意思決定の迅速化を推進することにより、企業

価値の最大化を図っております。

基本的な考え方
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経営監督機構

業務執行機構

秘書室 リスクマネジメント室

監査役会（監査役） 社内2名
社外3名指名報酬委員会 社内2名

社外3名

株主総会

代表取締役会長

代表取締役社長執行役員

取締役会 社内5名
社外3名

経営会議各委員会

経営戦略本部 グループ人財本部情報戦略本部 業務本部

コーポレート・ガバナンス体制図

取締役会

　社外取締役3名、取締役5名で構成される取締役会は

原則月1回開催され、グループ全体の経営意思決定の

最高機関として機能しております。また、社外監査役3名、

常勤監査役２名は、独立した立場で取締役会に出席し、

取締役の業務執行における善管注意義務、忠実義務等

の履行状況について監査する体制を構築しております。

取締役会の諮問機関　指名報酬委員会

　取締役会の諮問機関として設置されている指名報酬

委員会は社外取締役3名、代表取締役2名で構成され、

原則月1回開催され、取締役、執行役員等の人事と報酬に

関して審議を行い取締役会に答申しています。

経営監督機構

監査役および監査役会

　監査役は、独立の機関として取締役の職務執行を監査

することにより、企業の健全で持続的な成長を確保し社会

的信頼に応える企業統治体制の確立に寄与しております。

また、定期的に代表取締役、会計監査人と意見交換を行う

ほか、内部監査部門と内部監査結果等について情報交換

を行うことにより監査の実効性を確保する体制を構築して

おります。 

　社外監査役3名、常勤監査役2名で構成される監査役会

は原則月1回開催され、監査計画に基づき、監査に関する

重要な事項について各監査役より報告を受け、必要に応じ

て協議または決議を行っております。

業務執行機構

経営会議

　経営会議は取締役会で構成員として承認された執行役

員により構成され、原則週1回開催され、グループの重要

事項について適時・迅速に決議、審議を行っております。

　業務執行の迅速化を図るため執行役員制度を採用し、大幅な権限移譲を行っております。

当社グループの企業統治体制は2008年の会社設立以来、監査役会設置会社の形態を採用し、以下の通り監督機能と執行機能

の分離を行い、健全で透明性の高い経営活動と意思決定の迅速化を推進することにより、企業価値の最大化を図っております。

各委員会

　経営会議の諮問機関として社内横断的なメンバーで構成

され、グループ経営に関わる重要項目に関して横断的・

継続的に調査研究と答申を行っております。
● コンプライアンス・リスクマネジメント委員会
● 環境委員会、グループ企業理念推進委員会　他

A N N U A L  R E P O R T  2 0 1 7 20

ボードメンバー コーポレート・ガバナンス 見えない資産 財務データ事業概況価値創造とアウトカム特集



 
リスクマネジメントに関する考え方について
　当社グループでは、グループ全社の総合的なリスクマネジメントの実現を目的として「リスクマネジメント基本規程」を定め、

平時のリスク管理および緊急時の危機管理について諸施策を講じています。

　また、当社グループを取り巻くリスクを可視化し、発生時の影響を最大限軽減するための対策を強化すべく、毎年「リスクマップ」

を作成し、環境の変化に応じたターゲットリスクを決定・対策を講じることにより、リスクマネジメントを推進しています。

リスクマネジメント

監査役（会）

リスクマネジメント室
内部監査担当経営会議

取締役会

代表取締役

業務本部総務部
総務・企画担当／法務担当

国内関係会社

各リスク所管部署

海外各店舗各商品グループ統括部

国内各店舗

百貨店事業本部店舗運営部営業コンプライアンス担当

コンプライアンス・リスクマネジメント委員会
（委員長：社長　副委員長：常務）

プロジェクト

リスク対策部会 公正取引推進部会

BCP、サイバーリスク対策

リスクマネジメント体制について

リスク管理部門

事業部門

HDS各本部各事業部

リスクマネジメント室の役割
● 経営直下の独立した部門としてグループ全体を取り巻く

リスクを一元的に統括しマネジメントを推進しております。
● 平時のマネジメントとして、企業価値を損なうリスクや品質・

安全・衛生・労働に対するリスクマネジメント、コンプライ

アンスの徹底、内部統制の質の向上、コーポレート・ガバ

ナンスの充実に向けた取組みを行っております。
● リスク発現（発生）時においては迅速かつ機動的なリスク

対応を行っております。

コンプライアンス・リスクマネジメント委員会の役割
● 経営会議の諮問機関として、潜在的なリスクやリスク発生

時の影響を最大限軽減するために各リスクに関する実行

状況を監視し、グループ全社の統合的なリスクマネジメント

の実現に向けた推進をしております。
● 委員会は代表取締役社長が委員長を務め、委員長が

指名した構成委員19名 合計20名で構成されております。

　また、委員会にはオブザーバーとして監査役のほか関連

部署が出席し、情報共有を行なっております。

全社的な
リスクマネジメント体制の

構築と運営

日常的なリスク対応と
個別的な

リスクマネジメント

21 I S E TA N  M I T S U K O S H I  H O L D I N G S  

CORPORATE GOVERNANCE トップメッセージ



 
コンプライアンスに関する考え方について
● 当社グループは、グループで働く従業員が、法令をはじめ倫理や社会規範・ルール等を遵守していくために、コンプライアンスを

価値観や意識・行動まで根付かせ実践していくことが重要であると考えています。このために、役員および従業員の行動規範と

して『三越伊勢丹グループ企業理念』を制定し、全社に浸透を図るとともにコンプライアンス体制の維持向上に取り組み、

社会的信頼の確保を行っています。
● また、業務遂行の適法性や妥当性を監査するために、独立した部門としてリスクマネジメント室に内部監査部門を設置し、体制

を整備しております。
● 従業員には、お客さま・お取組先との関係性において順守すべき法令や従業員としての倫理行動基準を定めた『コンプライ

アンスガイドブック』を配布し、日々の業務における法令順守の周知徹底を図っております。

コンプライアンス体制

個人情報保護の取り組み
● 当社グループではお客さまからお預かりする個人情報を

適切に管理し、正しく利用するために『プライバシーポリ

シー』を制定公開し、お客さまの信頼とご期待にお応え

しています。
● また、プライバシーポリシーに基づき『個人情報取扱規程』

を定め、お客さまの個人情報の適切な利用と厳重な保護・

管理を行っております。

インサイダー取引防止体制の整備と運用
● 当社グループでは未公開の重要な内部情報の取り扱い

について『インサイダー取引防止規程』を定め、情報の

厳重な管理と意識向上に向けた取組みを行うことで

証券市場やステークホルダーの皆さまから信頼される

運用体制の整備と運用を行っています。

　役員をはじめ特定部門に所属している従業員が株式等

を売買する際には事前届出を義務付ける等、インサイダー

取引の未然防止を図る体制を整備しております。

IRポリシーの制定
● 当社グループではIR活動（株主さま・投資家さまへの広

報活動）において、株主さま・投資家さまのご信頼と共感

を得られる企業を目指し『 IRポリシー』を制定・公開し、

公平な情報開示やコミュニケーションの充実を図って

おります。

公正取引を推進するための体制構築と運用
● 当社グループでは、「公正取引に関する指針」を定め、

公正かつ自由な競争を堅持し、広く社会に貢献し続ける

企業であるために、不当な取引制限等を排除するための

体制構築と厳格な運用を推進しております。

反社会的勢力への対応について
● 当社グループでは、『内部統制システム構築の基本

方針』において反社会的勢力との関係遮断、不当要求

の拒絶、被害の防止を掲げております。

内部通報制度の設置と運営
● 当社グループではグループ内で不当行為等が発生した

場合にその事実を速やかに認識し改善していくために

『グループホットライン規程』を定めています。社内通報

システムとして『グループホットライン』を設置し、当社

グループで働く全従業員と当社グループとお取引のある

お取組先の全従業員が社内外の窓口を利用し、内部

通報ができる仕組みを運用しています。
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私たちの「見えない資産」

真摯に、しなやかに、力強く、向きあいます。

将来にわたり、かけがえのない信頼関係を築いて
いきます。

株主の皆さまと向きあいます。
公正透明な経営を基盤に、誠意と成果でお応えします。

お客さま一人ひとりと向きあいます。
ご要望とご期待に感動レベルのおもてなしでお応えします。

パートナーの皆さまと向きあいます。
顧客満足を合言葉に、最良の関係を築きます。

仲間たちと向きあいます。
学びあい、磨き合い、新たな価値を創造します。

地域、社会、地球と向きあいます。
ありたい未来の実現に向けて貢献します。

私たちのロゴマークは、伊勢丹・三越の頭文字「Ｉ」と「Ｍ」をモチーフにしながら「向きあう」を表現した、会社のシンボルマークです。

3人の人が肩を組んでいるようにも見える「Ｉ」と「Ｍ」に、お客さま、仲間たち、 パートナー、株主、そして社会・地域と、真摯に、しな
やかに、力強く向きあう従業員の姿を託しました。 正方形と長方形を組み合わせたシンプルかつ普遍的な形状によって、「向き
あう」ことの意味性と同時に、これまでの小売サービス業にない上質感、独自性を表現しています。 コーポレートカラーは黒と金。
強い意志の表明である「黒」と、日本の伝統色である「金」を合わせることで、両社に固有の伝統・文化と高い信頼性を醸し出して
います。形、色ともに、世界に、未来に羽ばたくための、私たちの原点の象徴となっています。

経営が重視する

グループの姿勢

従業員 お取組先

企業文化・理念

地域社会 株主

お客さま
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「職場の約束」運動の取り組み

　「職場の約束」運動は、1994年に旧（株）伊勢丹でスタート

した、企業理念実現のために全員参加で取り組む運動です。

　お客さまのために、お取組先のために、従業員のために、

私たちができることを考え、全員で実践する草の根運動で、

年度ごとにテーマを決めて取り組みます。優秀な取り組みを

行ったチームは、発表会で内容を発表し、社内で共有します。

　2008年の経営統合以降は、三越店舗や地域店舗にも

活動の幅を広げ、現在は関連子会社、海外店舗も活動に

参加し、実践しています。2016年度は1,165チームが取り

組みました。

お客さまに常にあたらしいファッションを提案するために

　三越伊勢丹研究所がシーズンごとに打ち出す「マスター

ディレクション※」に基づき、百貨店事業本部のシーズンＭＤ

方針を策定し、各商品統括部のディレクションに反映されます。

その方針に合わせ各シーズンや週ごとのテーマに落とし込み、

各バイヤーが品揃えを行います。

　シーズンのおよそ1年前から準備が行われ、店頭に並ぶ

商品は、多くのファッションスペシャリストの研究の成果や

思いが込められています。
※マスターディレクションとは、シーズンのトレンドや取るべきアクションを示した

　ものです。

歴史的資産・史料の活用

　1673年の創業以来、引札・ポスター・PR誌などを通じて

常に新しい情報の発信を行い、文化や流行の形成に大きな

役割を果たしました。1907年に新設した三越衣裳部は貸

衣裳業を行い、その中でも歌舞伎衣裳は歴代名優が着用し

ました。この歴史的資産は、オリジナルギフト商品作りに活か

され、未来に向けた新しい価値提供にも貢献しています。

企業文化・ブランド
世界に類を見ない百貨店グループを目指して

雲龍波濤文様縕袍
うんりゅうはとうもんようどてら

三越限定【サッポロ ヱビスビール】
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表彰・認定 主催 表彰制度・認定制度名 表彰・認定 主催 表彰制度・認定制度名

2014年9月 厚生労働省
次世代育成支援対策
推進法に基づく
「子育てサポート企業」に認定

2015年11月 厚生労働省
「キャリア支援企業 2015
～人を育て・人が育つ企業表彰～」
受賞

2015年3月 経済産業省
「平成26年度 
ダイバーシティ経営企業
100選」に選出

2016年10月 厚生労働省
女性活躍推進法に
基づく「えるぼし」企業に
認定

女性の活躍推進

　当社の掲げている「女性の活躍の場の拡大」に合わせ、

2020年度までに女性の管理職比率を30％にすることを

目標としています。

　2017年4月現在の女性管理職は591人（うち執行役員

4人）、女性の管理職比率は22.6％で、今後もより働き

やすい職場づくりに取り組んでいきます。さらに、ダイバーシティ

推進に向けた、外部講師による「ダイバーシティ＆インクルー

ジョンセミナー」の実施など、多様な人財が活躍できる企業

を目指しています。

三越伊勢丹ソレイユ

　2004年に特例子会社「伊勢丹ソレイユ」として設立し、

ギフト用のリボンやシール作り、ギフトパッケージの組み立て、

伝票のスタンプ押しなど、店頭の接客販売サービスの他に

発生する、多種多様の「販売付帯業務」を担っています。

現在、重度知的障がい者約70人を中心に、80人を超える

障がい者が在籍。販売付帯業務を担うことで、店頭では、月

約5,000時間相当の販売付帯業務削減となり、その分を

接客時間拡大や残業削減につなげられる、大切な販売

支援戦力となっています。

人 財
企業価値の源泉

ダイバーシティ／雇用の多様性

18.1% 22.6%

2012年 2017年

女性管理職比率

社外からの表彰・認定
三越伊勢丹グループは、多様な人財の活躍推進に取り組む企業グループとして、さまざまな外部機関より高く評価されています。
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三越伊勢丹グループが考える人財育成

　当社では従業員のキャリア形成のうえで、OJTによる販売

スキルの向上が重要であると考え、スタイリスト一人ひとりの

販売スキルを可視化しOJTに活用することで顧客満足向上

を図るプログラム「SSP/セールス・スキルアップ・プログラム

（販売の質向上プログラム）」を2014年度、首都圏三越伊勢

丹全店に導入しました。また、2009年に設立した三越伊勢丹

ヒューマン・ソリューションズは教育・研修、人材派遣・紹介

などのサービスを、百貨店を中心とするグループの各社や

グループ外の様々な企業に提供。現場との一体感ある教育

を目指して、OFF-JTによる様々な教育・研修を行っています。

お客さまの満足を向上させるための資格取得支援

　スタイリストの能力開発を通じてお客さま満足の向上を

図るため、900以上の教育・研修案内書「MANABIの森」

を配布。三越伊勢丹グループの求める人財像を目標に各人

がキャリア開発に取り組めるよう教育・研修が体系化され

ています。

　専門性の高い社内資格や通信教育講座・ビジネス雑誌

定期購読、外部の認定する資格取得など、従業員自身に

よる能力開発を支援しております。

働き方改革 SNACK

　働き方改革により、創出した自分の時間を利用して、主体的

に学びの場へ参加し成長したい全従業員を応援する三越

伊勢丹グループの朝活・夜活「SNACK」。Skill（技術）・

Network（ネットワーク）・Attitude（姿勢・立居振る舞い）・

Communication（コミュニケーション）・Knowledge（知識）の

頭文字からとった名称は、個人がもつ技術、態度、知識を

お客さまの感動につなげ、一人ひとりの知識を共有して成長

できる風土を表しています。

成長を支える仕組み

資格名称 計（人）

フィッティングアドバイザー（メンズ・レディス）
1級、2級 215

ギフトアドバイザー　1級、2級 359

フォーマルスペシャリストゴールドライセンス 66

ジュエリーコーディネーター　1級、2級 30

インテリアコーディネーター 41

ソムリエ・ワインアドバイザー 49

きものコンサルタント・着付け 235

人財育成

職場での職業訓練

IMHの人財育成
プログラム

OJT
On the Job Training

OJD（SNACK）
On the Job Development

能力開発
スタイリストによる
能力開発

OFF-JT
Off the Job Training

職場から離れ、外部の
講師などからの
トレーニングで

一般化された技能や
知識についての教育

基礎教育
職務別研修
領域別研修
資格別研修
昇格研修

能力開発研修
自己啓発ツール
　外部セミナー
　通信教育コース
　ビジネス雑誌定期購読

三越伊勢丹グループ
自己啓発支援制度対処
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お客さまに心地よくお買物いただくために（伊勢丹新宿本店）

　伊勢丹新宿本店では、お客さま一人ひとりのご要望に

しっかり寄り添い、ご期待を上回るお買物のお手伝いをする

ために、販売経験豊かな専任スタッフ（アテンダント）が多数

在籍しています。

　アテンダントは、お客さまがご来店時に楽しくお買物をしてい

ただくために、事前にお客さまのご要望を伺い、また過去の

お買物内容も確認して、全館のお買場の中から最適な商

品、サービスをご案内いたします。この取り組みは大変ご好

評をいただいており、現在はひと月に約1,000名超のお客

さまにご利用いただいております。これからもお客さまに心

地よくお買物いただける環境づくりを継続してまいります。

バリアフリーについての取り組み（三越日本橋本店）

　高齢者・障がい者のお客さまにも快適にお買物いただく

ため、バリアフリートイレの導入や、エレベーターの設置等、

店舗のバリアフリー化を進めています。

　また、手話のできるスタイリストが１１名在籍。快適な売場

づくりを進めています。手話対応が可能なスタイリストは、

当社の社内認定資格を有しています。資格を得るためには

社内研修を受講し、年１回の認定試験を受けます。

海外からのお客さまへの対応（三越銀座店）

　多国籍化する海外からのお客さまに対応するため、各店

に外国語に対応できる窓口を設置し、2か国語以上話せる

要員を149名配置しています。

　2020年のオリンピック・パラリンピックに向け、今後も

海外からの多くのお客さまが見込まれるなか、より楽しくお

買物を行っていただける店舗へと成長していきます。

お客さまとともに
心地よく安心・安全にお買物をしていただくために

英語・中国語・韓国語・フランス語・ドイツ語・
イタリア語・スペイン語・ポルトガル語・ベトナム語

対応可能
言語
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地域の活性化に向けた取り組み

　当社では地域活性化に向けた取り組みを行っています。

NIIGATA越品

　新潟県のいいモノ、コトを県内外へ発信し、行政や企業

と共同で新潟エリア全体の価値を高めていくプロジェクト。　

当社では2016年より「NIIGATAビジネスアイディアコン

テスト」を開催し、選考したビジネスアイディアの事業化に

向けたサポートを提供しています。

未来を担うお子さまとともに

　当社では子どもたちの健全な育成を願い、おしごと体験

学習やイベント開催など、様々な取り組みを行っています。

職業体験を通じて、お子さまに百貨店の楽しさや魅力、さまざま

な職業の楽しさを伝え続け、情操教育をサポートしていきます。

九州の活性化を目指す「岩田屋三越ファーム」

　岩田屋三越では、2016年4月の熊本地震以降、「九州の

活性化」をキーワードにした取り組みを推進しており、その一環

として2017年4月に「岩田屋三越ファーム」をスタートしました。

　「土砂崩れ防止」「農業体験の場」等の多面的機能が

ありながらも、高齢化や作業困難等の理由から減反が進んで

いた佐賀県唐津市の「大浦の棚田」で、地元農家の皆さまに

もご協力いただきながら米作りに挑戦しています。

　収穫した新米は岩田屋三越で販売。今後も地域発展の

ために貢献できる事を継続していきます。

地域・社会とともに
三越伊勢丹だからできることを全力で

主な取り組み
2016年5月　三越銀座店・農業体験イベント  60名
2016年8月　伊勢丹浦和店・伊勢丹のおしごと体験 60名
2016年8月　三越銀座店・夏休みキッズおしごとテラス＠ぎんみつ
2017年5月　ジェイアール京都伊勢丹・こども駅長体験　10名

　など
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2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

売上高 1,559,803 1,426,684 1,291,617 1,220,772 1,239,921 1,236,333 1,321,512 1,272,130 1,287,253 1,253,457

売上総利益 433,047 397,446 360,685 342,005 347,788 347,410 370,022 355,456 361,768 365,609

販売費及び一般管理費 391,175 377,863 356,508 331,012 323,954 320,771 335,376 322,372 328,660 341,673

営業利益 41,872 19,582 4,177 10,993 23,834 26,639 34,646 33,083 33,107 23,935

経常利益 45,916 35,052 19,730 27,093 38,452 34,217 38,440 34,563 36,704 27,418

親会社株主に帰属する当期純利益 18,187 4,683 ▲ 63,521 2,640 58,891 25,292 21,166 29,886 26,506 14,976

総資産 1,037,269 1,351,633 1,238,006 1,237,775 1,227,947 1,223,677 1,284,658 1,291,560 1,293,043 1,309,777

自己資本 362,403 475,369 413,861 406,501 456,583 491,001 524,591 560,362 563,264 568,858

純資産 377,949 489,740 425,120 418,152 468,479 505,127 541,069 577,655 574,316 579,782

有利子負債総額 217,545 232,842 197,283 213,925 173,264 181,263 171,285 160,601 175,871 186,751

営業活動によるキャッシュ・フロー 43,019 18,162 ▲ 3,604 33,211 57,843 4,438 46,022 49,448 43,099 35,373

投資活動によるキャッシュ・フロー ▲ 34,107 ▲ 27,429 47,443 ▲ 24,419 ▲ 15,939 ▲ 26,312 ▲ 19,221 ▲ 34,374 ▲ 24,481 ▲ 40,913

財務活動によるキャッシュ・フロー ▲ 12,964 7,116 ▲ 41,688 11,241 ▲ 44,940 2,339 ▲ 16,151 ▲ 17,372 ▲ 3,711 2,413

設備投資 49,222 30,120 28,256 32,937 19,243 30,499 31,569 29,279 40,043 34,200

減価償却費 25,303 24,253 22,411 22,933 22,406 21,559 22,228 22,818 23,020 23,562

１株あたり当期純利益 （円） − 12.08 ▲ 162.51 6.69 149.28 64.11 53.65 75.74 67.41 38.27

１株あたり純資産（円） − 1,225.85 1,049.09 1,030.60 1,157.37 1,244.54 1,329.45 1,421.72 1,438.17 1,460.32

１株あたり配当金 （円） − 14.0 10.0 7.0 10.0 10.0 11.0 11.0 12.0 12.0

売上高総利益率 27.8% 27.9% 27.9% 28.0% 28.0% 28.1% 28.0% 27.9% 28.1% 29.2%

売上高販管費比率 25.1% 26.5% 27.6% 27.1% 26.1% 25.9% 25.4% 25.3% 25.5% 27.3%

営業利益率 2.7% 1.4% 0.3% 0.9% 1.9% 2.2% 2.6% 2.6% 2.6% 1.9%

自己資本当期純利益率（ROE） 5.0% 1.0% ▲ 14.3% 0.6% 13.6% 5.3% 4.2% 5.5% 4.7% 2.6%

総資産営業利益率（ROA） 4.0% 1.4% 0.3% 0.9% 1.9% 2.2% 2.7% 2.6% 2.6% 1.8%

投下資本利益率（ROIC） − − − 0.9% 2.3% 2.5% 3.1% 3.0% 3.0% 1.6%

自己資本比率 34.9% 35.2% 33.4% 32.8% 37.2% 40.1% 40.8% 43.4% 43.6% 43.4%

配当性向 − 115.9% ▲ 6.2% 104.6% 6.7% 15.6% 20.5% 14.5% 17.8% 31.4%
※2007年度は、三越連結（2月決算）と伊勢丹連結（3月決算）の単純合算による参考値

従業員数（三越伊勢丹） （人）
三越　11,881 三越　11,806 三越　11,265 三越　5,076

12,481 11,959 12,122 12,190 12,277 12,363
伊勢丹 　8,203 伊勢丹　  8,181 伊勢丹　  8,130 伊勢丹　7,616

社員数（三越伊勢丹） （人）
三越 　8,203 三越　  7,071 三越　  6,774 三越　3,217

6,173 5,907 5,716 5,604 5,532 5,445
伊勢丹 　3,701 伊勢丹　 3,567 伊勢丹　  3,447 伊勢丹　3,238

女性社員比率（三越伊勢丹）
三越　43.2% 三越　43.4% 三越　 42.8% 三越　39.9%

48.2% 48.7% 49.1% 49.6% 50.4% 51.4%
伊勢丹　56.4% 伊勢丹　56.2% 伊勢丹　 56.2% 伊勢丹　55.3%

女性管理職比率（三越伊勢丹）
三越　 　　− 三越　　 　− 三越　　 　− 三越　17.3%

16.8% 18.1% 18.8% 19.7% 20.3% 22.6%
伊勢丹　13.6% 伊勢丹　14.0% 伊勢丹 　14.3% 伊勢丹　14.1%

※2007～2010年度は、三越と伊勢丹とで集計の基準が異なるため参考値

入店客数（三越伊勢丹） （千人） − − − 108,483 109,673 108,250 109,339 109,977 109,095 103,409

自社カード口座数（万口座） − − − 239.0 257.5 266.0 280.0 277.9 272.4 269.4

自社カード取扱高（億円） − − − 648,298 794,576 858,060 963,436 1,000,486 1,042,684 1,077,390

主要財務・非財務データ
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（百万円）

2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

売上高 1,559,803 1,426,684 1,291,617 1,220,772 1,239,921 1,236,333 1,321,512 1,272,130 1,287,253 1,253,457

売上総利益 433,047 397,446 360,685 342,005 347,788 347,410 370,022 355,456 361,768 365,609

販売費及び一般管理費 391,175 377,863 356,508 331,012 323,954 320,771 335,376 322,372 328,660 341,673

営業利益 41,872 19,582 4,177 10,993 23,834 26,639 34,646 33,083 33,107 23,935

経常利益 45,916 35,052 19,730 27,093 38,452 34,217 38,440 34,563 36,704 27,418

親会社株主に帰属する当期純利益 18,187 4,683 ▲ 63,521 2,640 58,891 25,292 21,166 29,886 26,506 14,976

総資産 1,037,269 1,351,633 1,238,006 1,237,775 1,227,947 1,223,677 1,284,658 1,291,560 1,293,043 1,309,777

自己資本 362,403 475,369 413,861 406,501 456,583 491,001 524,591 560,362 563,264 568,858

純資産 377,949 489,740 425,120 418,152 468,479 505,127 541,069 577,655 574,316 579,782

有利子負債総額 217,545 232,842 197,283 213,925 173,264 181,263 171,285 160,601 175,871 186,751

営業活動によるキャッシュ・フロー 43,019 18,162 ▲ 3,604 33,211 57,843 4,438 46,022 49,448 43,099 35,373

投資活動によるキャッシュ・フロー ▲ 34,107 ▲ 27,429 47,443 ▲ 24,419 ▲ 15,939 ▲ 26,312 ▲ 19,221 ▲ 34,374 ▲ 24,481 ▲ 40,913

財務活動によるキャッシュ・フロー ▲ 12,964 7,116 ▲ 41,688 11,241 ▲ 44,940 2,339 ▲ 16,151 ▲ 17,372 ▲ 3,711 2,413

設備投資 49,222 30,120 28,256 32,937 19,243 30,499 31,569 29,279 40,043 34,200

減価償却費 25,303 24,253 22,411 22,933 22,406 21,559 22,228 22,818 23,020 23,562

１株あたり当期純利益 （円） − 12.08 ▲ 162.51 6.69 149.28 64.11 53.65 75.74 67.41 38.27

１株あたり純資産（円） − 1,225.85 1,049.09 1,030.60 1,157.37 1,244.54 1,329.45 1,421.72 1,438.17 1,460.32

１株あたり配当金 （円） − 14.0 10.0 7.0 10.0 10.0 11.0 11.0 12.0 12.0

売上高総利益率 27.8% 27.9% 27.9% 28.0% 28.0% 28.1% 28.0% 27.9% 28.1% 29.2%

売上高販管費比率 25.1% 26.5% 27.6% 27.1% 26.1% 25.9% 25.4% 25.3% 25.5% 27.3%

営業利益率 2.7% 1.4% 0.3% 0.9% 1.9% 2.2% 2.6% 2.6% 2.6% 1.9%

自己資本当期純利益率（ROE） 5.0% 1.0% ▲ 14.3% 0.6% 13.6% 5.3% 4.2% 5.5% 4.7% 2.6%

総資産営業利益率（ROA） 4.0% 1.4% 0.3% 0.9% 1.9% 2.2% 2.7% 2.6% 2.6% 1.8%

投下資本利益率（ROIC） − − − 0.9% 2.3% 2.5% 3.1% 3.0% 3.0% 1.6%

自己資本比率 34.9% 35.2% 33.4% 32.8% 37.2% 40.1% 40.8% 43.4% 43.6% 43.4%

配当性向 − 115.9% ▲ 6.2% 104.6% 6.7% 15.6% 20.5% 14.5% 17.8% 31.4%
※2007年度は、三越連結（2月決算）と伊勢丹連結（3月決算）の単純合算による参考値

従業員数（三越伊勢丹） （人）
三越　11,881 三越　11,806 三越　11,265 三越　5,076

12,481 11,959 12,122 12,190 12,277 12,363
伊勢丹 　8,203 伊勢丹　  8,181 伊勢丹　  8,130 伊勢丹　7,616

社員数（三越伊勢丹） （人）
三越 　8,203 三越　  7,071 三越　  6,774 三越　3,217

6,173 5,907 5,716 5,604 5,532 5,445
伊勢丹 　3,701 伊勢丹　 3,567 伊勢丹　  3,447 伊勢丹　3,238

女性社員比率（三越伊勢丹）
三越　43.2% 三越　43.4% 三越　 42.8% 三越　39.9%

48.2% 48.7% 49.1% 49.6% 50.4% 51.4%
伊勢丹　56.4% 伊勢丹　56.2% 伊勢丹　 56.2% 伊勢丹　55.3%

女性管理職比率（三越伊勢丹）
三越　 　　− 三越　　 　− 三越　　 　− 三越　17.3%

16.8% 18.1% 18.8% 19.7% 20.3% 22.6%
伊勢丹　13.6% 伊勢丹　14.0% 伊勢丹 　14.3% 伊勢丹　14.1%

※2007～2010年度は、三越と伊勢丹とで集計の基準が異なるため参考値

入店客数（三越伊勢丹） （千人） − − − 108,483 109,673 108,250 109,339 109,977 109,095 103,409

自社カード口座数（万口座） − − − 239.0 257.5 266.0 280.0 277.9 272.4 269.4

自社カード取扱高（億円） − − − 648,298 794,576 858,060 963,436 1,000,486 1,042,684 1,077,390

A N N U A L  R E P O R T  2 0 1 7 30

ボードメンバー コーポレート・ガバナンス 見えない資産 財務データ事業概況価値創造とアウトカム特集



連結貸借対照表（百万円）

資産の部 2016年3月31日 2017年3月31日

流動資産

現金及び預金 67,971 61,722

受取手形及び売掛金 128,756 134,718

有価証券 5 953

商品 59,468 57,726

製品 1,006 489

仕掛品 119 418

原材料及び貯蔵品 771 993

繰延税金資産 14,214 14,209

その他 37,321 43,824

貸倒引当金 ▲ 3,303 ▲ 3,623

流動資産合計 306,331 311,433

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 175,559 172,172

土地 532,074 526,996

建設仮勘定 1,397 7,410

その他（純額） 22,269 21,892

有形固定資産合計 731,302 728,471

無形固定資産

ソフトウェア 21,958 24,761

のれん ー 14,345

その他 36,625 38,369

無形固定資産合計 58,583 77,477

投資その他の資産

投資有価証券 114,569 116,061

長期貸付金 430 938

差入保証金 66,807 62,141

退職給付に係る資産 3,448 3,456

繰延税金資産 4,003 3,000

その他 7,776 7,273

貸倒引当金 ▲ 280 ▲ 528

投資その他の資産合計 196,755 192,343

固定資産合計 986,641 998,292

繰延資産

社債発行費 70 51

繰延資産合計 70 51

資産合計 1,293,043 1,309,777

負債の部 2016年3月31日 2017年3月31日

流動負債

支払手形及び買掛金 119,255 115,712

短期借入金 58,871 60,451

コマーシャル・ペーパー 23,000 37,000

未払法人税等 6,047 6,271

商品券 83,512 83,434

繰延税金負債 474 94

賞与引当金 11,893 9,735

ポイント引当金 6,325 9,291

商品券回収損引当金 26,514 27,761

その他 84,271 93,648

流動負債合計 420,167 443,399

固定負債

社債 20,000 20,000

長期借入金 74,000 69,300

繰延税金負債 142,507 136,129

退職給付に係る負債 42,122 40,693

関係会社事業損失引当金 14 111

持分法適用に伴う負債 3,972 4,539

その他 15,943 15,822

固定負債合計 298,559 286,595

負債合計 718,727 729,994

純資産の部
株主資本

資本金 50,276 50,328

資本剰余金 323,407 322,699

利益剰余金 184,908 195,184

自己株式 ▲ 6,280 ▲ 9,286

株主資本合計 552,312 558,925

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,830 5,989

繰延ヘッジ損益 ▲ 0 0

為替換算調整勘定 10,327 5,697

退職給付に係る調整累計額 ▲ 2,206 ▲ 1,754

その他の包括利益累計額合計 10,951 9,933

新株予約権 1,681 1,946

非支配株主持分 9,371 8,977

純資産合計 574,316 579,782

負債純資産合計 1,293,043 1,309,777
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連結損益計算書（百万円）
自 2015年4月1日
至 2016年3月31日

自 2016年4月1日
至 2017年3月31日

売上高 1,287,253 1,253,457

売上原価 925,484 887,848

売上総利益 361,768 365,609

販売費及び一般管理費 328,660 341,673

営業利益 33,107 23,935

営業外収益 16,918 15,615

営業外費用 13,320 12,131

経常利益 36,704 27,418

特別利益 1,267 1,228

特別損失 9,592 13,924

税金等調整前当期純利益 28,379 14,722

法人税、住民税及び事業税 7,717 6,396

法人税等調整額 ▲ 4,760 ▲ 6,460

法人税等合計 2,956 ▲ 64

当期純利益 25,423 14,787

非支配株主に帰属する当期純損失（▲） ▲ 1,082 ▲ 188

親会社株主に帰属する当期純利益 26,506 14,976

連結キャッシュ・フロー計算書（百万円）
自 2015年4月1日
至 2016年3月31日

自 2016年4月1日
至 2017年3月31日

営業活動によるキャッシュ・フロー 43,099 35,373

投資活動によるキャッシュ・フロー ▲ 24,481 ▲ 40,913

財務活動によるキャッシュ・フロー ▲ 3,711 2,413

現金及び現金同等物に係る換算差額 ▲ 1,053 ▲ 1,087

現金及び現金同等物の増減額（▲は減少） 13,853 ▲ 4,214

現金及び現金同等物の期首残高 50,299 64,238

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減額 85 ー

現金及び現金同等物の期末残高 64,238 60,024
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会社概要

連結会社一覧

社名 株式会社三越伊勢丹ホールディングス 会社設立 2008年（平成20年）４月1日

英文社名 Isetan Mitsukoshi Holdings Ltd. 本社
〒160-0022
東京都新宿区新宿五丁目16番10号

事業内容
1．百貨店等の事業を行う子会社およびグループ会社の経営
計画・管理ならびにそれらに附帯または関連する事業

2．百貨店業等の事業
資本金 503億円

代表者

代表取締役会長　赤松　憲
（兼 株式会社三越伊勢丹代表取締役会長）

決算期 3月31日
代表取締役社長執行役員　杉江　俊彦
（兼 株式会社三越伊勢丹代表取締役社長執行役員）

百貨店事業

国内
（株）三越伊勢丹ホールディングス
（株）三越伊勢丹
（株）札幌丸井三越
（株）函館丸井今井
（株）仙台三越
（株）新潟三越伊勢丹
（株）静岡伊勢丹
（株）名古屋三越
（株）広島三越
（株）高松三越
（株）松山三越
（株）岩田屋三越
（株）ジェイアール西日本伊勢丹※

海外
伊勢丹（中国）投資有限公司
天津伊勢丹有限公司
天津濱海新区伊勢丹百貨有限公司
上海梅龍鎮伊勢丹百貨有限公司
成都伊勢丹百貨有限公司
イセタン（シンガポール）LTD.
イセタン（タイランド）CO., LTD.
イセタン オブ ジャパンSDN.BHD.
アイシージェイ デパートメントストア
（マレーシア） SDN.BHD.
米国三越INC.
イタリア三越S.p.A
新光三越百貨股份有限公司※

物流業

（株）三越伊勢丹ビジネス・サポート

情報処理・メディア事業

（株）三越伊勢丹システム・ソリューションズ
（株）スタジオアルタ
（株）ファッションヘッドライン

旅行事業

（株）三越伊勢丹旅行
（株）ニッコウトラベル
ライム・ツリー・クルーゼズ

その他事業

三越伊勢丹イタリアS.r.l.
レキシム（シンガポール）PTE. LTD.
アイティーエム クローバー Co., Ltd.
（株）伊勢丹スイング
（株）三越伊勢丹プラン・ドゥ・シー
（株）三越伊勢丹イノベーションズ
（株）三越伊勢丹トランジット
（株）三越伊勢丹Tマーケティング
（株）三越伊勢丹研究所
SWPホールディングス（株）
（株）ソシエ・ワールド
台湾施舒雅美容世界股份有限公司

クレジット・金融・友の会業

（株）エムアイカード
（株）エムアイ友の会

小売・専門店・通信販売業

（株）三越伊勢丹フードサービス
（株）マミーナ
（株）三越伊勢丹通信販売
（株）JP三越マーチャンダイジング
（株）Japan Duty Free Fa-So-La
三越伊勢丹※

製造・輸出入等・卸売業

（株）三越伊勢丹ギフト・ソリューションズ
（株）レオマート
（株）レオテックス
（株）センチュリートレーディングカンパニー
（株）T’sトレーディング
（株）CLUB21JAPAN

人材・サービス業

（株）三越伊勢丹ヒューマン・ソリューションズ
（株）三越伊勢丹ソレイユ

不動産管理業

（株）三越伊勢丹プロパティ・デザイン
（株）三越伊勢丹不動産
（株）伊勢丹会館
（株）アイム環境ビル管理
新宿サブナード（株）
スマート・ライフ・マネジメント（株） ※持分法適用会社
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株式の状況 （2017年3月31日現在）

発行可能株式総数 1,500,000,000株

1単元の株式数 100株

発行済株式総数 395,232,054株

株主数 218,131名

大株主 （2017年3月31日現在）

株主名 持株数（千株） 持株比率（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 29,164 7.49

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 17,153 4.40

公益財団法人三越厚生事業団 13,667 3.51

三越伊勢丹グループ取引先持株会 7,917 2.03

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口5） 7,212 1.85

清水建設株式会社 6,200 1.59

明治安田生命保険相互会社 5,697 1.46

株式会社三菱東京UFJ銀行 5,342 1.37

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口1） 5,317 1.37

三井住友海上火災保険株式会社 5,299 1.36

※持株比率は自己株式（5,686,950株）を控除して計算しております。

金融機関

31.32%
（75名 123,800千株）

金融商品取引業者

1.60%（42名 6,315千株）

その他の法人

15.69% （1,311名 62,022千株）

外国人

20.60% （645名 81,416千株）

個人・その他

29.35%
（216,057名 115,990千株）

自己名義株式

1.44%
（1名 5,686千株）

株主数
218,131名

（株式総数 395,232千株）

所有者別持株比率
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お問い合わせ
株式会社 三越伊勢丹ホールディングス
業務本部 総務部 コーポレートコミュニケーション担当
http://www.imhds.co.jp/


